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Because of the changing relationship between sports and companies, the number of 

corporate sports teams is decreasing and sport club teams are increasing.  In the case of baseball 

teams, the number of the clubs in 2006 is third times (either one-third (1/3) or three times (3 bai). 

I am not sure which you mean) that of 1963.  The purpose of this study is to discus baseball club 

team management from two different aspects; team management and human management of a 

player’s career image.  The career image  consists of “career interest”“career autonomy”

“career planning”“devotion to baseball”“anxiety”“important decisions”“involvement after 

retirement” and “locus of control”. The data of this study were collected in two ways. First, by 

the national baseball club survey of 2006 (69clubs and 801 players responded). Second, by a 

questionnaire survey aimed at all Japan amateur selected members (46 players responded).  In 

regards to club management, most clubs are operated voluntarily, have 20-30 players, use a public 

baseball field, and practice once or twice per week. They have a budget of 500,000 to 1,000,000 

yen, which is provided by the supporter’s organization.   

    In regards to club team players, they average 26.6 years of age, and 44 percent of the players 

want to be a professional.  Compared to the Japan amateur selected members, the scores for 

“career autonomy” “devotion to baseball”“anxiety”“important decisions” and“locus of control” 

are statistically different. 
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1．はじめに 

 経済不況や、企業とスポーツの関わりの変化によって、実業団チーム運営危機が叫ばれて久しい。

野球においてもその例外ではなく、都市対抗野球大会の「常連」といわれるような強豪チームを支え

た企業の撤退が相次いだ。企業チームの撤退は、バブル経済崩壊後の長引く景気の後退に理由を求め

る傾向がある一方で、企業とスポーツとの関係の変化と見る方が妥当であろう。企業はこれまでのよ

うに選手を社員として抱え込まなくてはならない実業団チーム方式から、特定のイベントや大会を支

援するスポンサー方式へと移行していると考えられる。実業団チームの撤退は、特に社会人野球にお

いて顕著である。1991 年から 2000 年には全体で 177 の実業団チームが撤退しているが、そのうち

54 チーム（30.5 パーセント）は野球である（SSF スポーツ白書 2010）。また、図１には休廃部とな

ったチームの選手の処遇が示されているが、他チームで競技を続けられたものは 32 パーセントにす

ぎず、約７割の選手は引退を余儀なくされているといわれ（左近 2000）、スポーツ活動の受け皿整備

は急務である。 

図１．休廃部チームの選手の処遇（左近２０００）
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減少傾向にある企業チームに代わって新たに生まれているのがクラブチームである。野球のデータ

では、日本野球連盟の加盟チーム数の推移が図２に示されているが、実業団チームはピークの 1963

年と比較すると 2006 年では約３分の１にまで減少しているのに対して、クラブチームは順調に数を

増やしており、2006年には 1963年の約３倍のクラブ数となっておりさらに増加傾向にある。クラブ

チームの増加傾向は実業団チームの減少傾向を上回るペースで進んでいるために、全体数で見ると微

増傾向にある。特に芸能人やプロ野球選手 OB がクラブチームを設立するなどの動きが活発になって

おり、野茂英雄の「NOMO ベースボールクラブ」や萩本欽一の「茨城ゴールデンゴールズ」などは

有名である。萩本氏はクラブのホームページで「プロにはプロの良さがあり、クラブにはクラブの良

さがある」と語っており、萩本氏の人気に支えられての球団であるが、ほのぼのとしたクラブならで

はの雰囲気を認知してもらうには一定の成果を上げているものと考えられる。こういったクラブチー

ムの多くは、実業団チームの撤退によるアマチュア野球の衰退を食い止めることを目的としており、

NOMOベースボールクラブは、「社会人になっても継続してプレイできる環境を整備すること」を設

立の目的として示している。 
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図２、日本野球連盟の加盟チーム数の推移 

 

このようにクラブチームの増加は、我が国のスポーツ振興を支える新たなシステムの胎動ととらえ

ることができる。撤退した企業チームを、地域のクラブチームとして存続させようとする動きはバス

ケットボールやラグビーでも見られるし、総合型地域スポーツクラブなど、地域スポーツ振興政策に

おいてもスポーツチームのクラブ化が進んでいる。クラブチームの定着は我が国のスポーツ振興シス

テムのみならず、選手育成、用品・用具の供給、製品開発、そして地域住民による生涯スポーツのあ

り方にまで影響が及ぶ変革であると思われる。 

 

図３． 新たなキャリアパス
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図３には、高校時代から野球を続ける道筋（キャリアパス）が示されている。これまでは、高校を

卒業後、プロ野球に入団するか、大学野球に進むか、実業団チームに入るかの３つが大きなキャリア

であった。そして、大学野球、または実業団をへてプロ野球に入団するケースも見られるが、大学野

球では入学して４年後には卒業しなければならない。そういった選手達の受け皿として機能してきた

実業団チームが衰退している今日、クラブチームへの期待は大きい。高校の野球部は全国に約 4200

校存在しているが、高校卒業後の活動の場として大学野球は約 470 校、実業団チームは 84 チームし

か存在せず、高校卒業後に野球を続けていくための受け皿そのものが小さいのが現状である。クラブ

チームがこれらを補完するシステムとして機能すれば、例えば所属する高校に野球部が無い高校生に

も活動の場を提供できるし、プロや実業団等に入るほどの実力を持たない選手でも生涯スポーツの場

としてクラブで野球を続けることができる。 
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以上のことから、今後クラブチームが学校卒業後にも野球を継続させる場として機能していくこと

が必要である。クラブチームと実業団チームを比較した場合、実業団チームであれば職場が保証され、

環境が整備された中で活動していたのに対して、クラブチームでは多くの場合、野球とは直接関係の

ない職場で働きながら、自分たちでクラブを運営し、活動を維持している。このような活動環境の違

いのもとでは所属する選手達の野球を継続していくことに対する意識が変化してくることが考えられ

る。クラブチームを我が国の新たなスポーツ活動の基盤として根付かせるには、クラブチームのチー

ムマネジメントの実態について明らかにし、所属する選手の活動環境を明らかに、活動を継続するこ

とについてどのような意識を持っているかを明らかにすることが必要である。 

我が国のスポーツ振興システムの中に、クラブチームという活動基盤のあり方が根付くことで、こ

れまで学校を卒業するとプロに行かなければ活動の機会を失っていた競技選手に、新たな場が開かれ

ることになり、野球はもとよりプロのない種目にとっては、競技力向上のための重要な基盤となりう

る。それによって、子どもたちはもちろん、成人や高齢者を含む多くの人々がスポーツに親しむこと

のできるようない生涯スポーツ環境の実現に寄与できるものと思われる。  

 

 

２．研究目的 

 本研究の目的は、増加傾向にある野球の社会人リーグに登録するクラブチームについて、まずクラ

ブのマネジメントの視点から、現状を把握し、問題点を検討する。そして次に実業団チームとは異な

る環境で活動するクラブチーム所属選手の活動の現状や野球についての活動に対する意識を明らかに

する。そしてそれらのデータを元に、今後クラブが定着し我が国のスポーツ振興システムの中に位置

付いていくための支援策について検討することを目的とする。 

 

３．分析の枠組み 

我が国のスポーツ振興システムにおいてクラブチームを根付かせるには、図４に示されるような二

つの側面からの研究が必要である。一つは選手のマネジメントの視点である。クラブチームに所属す

る選手は、個人の楽しみを越えて競技力向上を目指して活動している。その選手の競技歴、練習・ト

レーニングの実体、現在の職業、チームの成績、活動引退後の生活などである。これらについて現状

を把握することで、野球界の競技力向上をアマチュアの分野で支えるための中核としてのクラブチー

ムの役割が明らかにされ、プロ野球選手を目指すためのキャリアパスの複線化、ひいては子供達の目

標設定につながっていく。 

また、二つ目はクラブチームの運営に関する視点である。設立の経緯や財源の確保、運営のための

人的資源、地域との関わりなどに関する現状を把握し、そこにある課題を解決することで地域に新た

な生涯スポーツ活動の基盤を整備することができ、地域をスポーツで活性化するための基盤整備につ

ながり、生涯スポーツ環境実現の一助となる。また、選手のキャリアの問題とクラブ運営に関する問

題は、全く独立したものではなく、間接的に関わり合いを持っているものと思われる。これら二つの

側面から問題に対する課題を把握し、機能的・組織的両面からのクラブマネジメントの視点によるア

プローチによって、解決策を探る。 
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図図４４．．研究課題研究課題
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・スポーツによる地域活性化・スポーツによる地域活性化・スポーツによる地域活性化・スポーツによる地域活性化・スポーツによる地域活性化・スポーツによる地域活性化・スポーツによる地域活性化・スポーツによる地域活性化
・・・・・・・・競技スポーツと生涯スポーツの融合競技スポーツと生涯スポーツの融合競技スポーツと生涯スポーツの融合競技スポーツと生涯スポーツの融合競技スポーツと生涯スポーツの融合競技スポーツと生涯スポーツの融合競技スポーツと生涯スポーツの融合競技スポーツと生涯スポーツの融合

クラブマネジメント
組織的アプローチ

期待される役割期待される役割期待される役割期待される役割期待される役割期待される役割期待される役割期待される役割
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４．研究方法 

クラブチームとは 

 クラブチームとは、日本野球連盟の定義では『会社、地域、出身校等を背景とした仲間が集まり結

成され、個人会費や後援会組織、地方自治体からの支援により運営されているチームの総称』 ((財)

日本野球連盟 2006)と定義されている。本研究では、仲間が集まって単に活動することそのものを

楽しむことを目的としたサークル的なクラブではなく、一定の競技レベルを維持した、地域スポーツ

振興にインパクトを与えるクラブチームを研究の対象として設定した。従って、データを収集する対

象を、日本野球連盟にクラブチームとして登録して大会等に参加しているクラブを調査対象として選

択した。また、クラブチームの特性を明らかにするために、比較対象として実業団チーム所属選手、

さらに全日本アマチュア選抜チーム候補者のデータを収集し、分析を行った。 

 

調査方法 

 本研究では、目的を達成するために以下に示す５つの調査を実施して、データの収集を行った。 

 

第 1次調査 

 調査対象；全日本アマチュア選抜チーム候補者 

 調査場所；岡山県 

 調査時期；2006年 5月 18日 

 調査方法；質問紙調査、調査用紙を夜のミーティングで配布、翌朝回収 

 有効回答数；46（回収率 100％） 
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第 2次調査 

 調査対象；全国社会人野球選手権大会 九州地区予選参加チーム（クラブ・実業団） 

 調査場所；長崎県 

 調査時期；2006年 6月 16日～23日 

 調査方法；質問紙調査、会場にてチーム担当者に配布し、後日郵送にて回収 

      クラブチーム運営について、聞き取り調査を実施 

 有効回答数；143 

 

第 3次調査 

調査対象；第２回西日本クラブカップ参加選手 

調査場所；山口県 

調査時期；2006年８月 11日 

調査方法；質問紙調査、チームの代表者に直接手渡し、郵送にて回収 

 

第４次調査 

 調査対象 日本野球連盟関係者 

 調査場所 東京都 

 調査時期 2006年８月 25日 

 調査方法 聞き取り調査、クラブチームの現状に関するインタビュー 

 

第５次調査  

 調査対象；日本野球連盟に登録するクラブチーム所属選手、及びクラブ運営の担当者 

 調査時期；2007年 1月 25日～2月 30日 

 調査方法；郵送による質問紙調査 

 有効回答数； クラブ調査 69クラブ 

        選手調査  801部 

 

 

 

５．結果・考察 

５．１．クラブ運営調査 

５．１．１．クラブの概要 

 本研究では、野球のクラブチームについて、チーム運営に関する調査と選手の意識に関する調査を

実施した。ここでは、まずチーム運営に関する調査結果についてまとめたい。表 1には、第５次調査

で回答を得たチームの所在地が示されている。北海道から佐賀まで全国 29 都道府県を本拠地とする

69クラブから回答を得た。 
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表１．サンプルクラブの所在地
  実数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 実数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

愛媛 1 1.4 静岡 1 1.4
茨城 4 5.8 石川 1 1.4
岡山 3 4.3 千葉 1 1.4
岩手 6 8.7 大阪 2 2.9
宮城 1 1.4 大分 1 1.4
群馬 2 2.9 長野 1 1.4
佐賀 1 1.4 東京 5 7.2
埼玉 2 2.9 栃木 7 10.1
三重 1 1.4 奈良 2 2.9
山形 1 1.4 富山 1 1.4
山口 4 5.8 福井 1 1.4
秋田 1 1.4 福島 4 5.8
新潟 4 5.8 兵庫 1 1.4

神奈川 1 1.4 北海道 7 10.1
青森 2 2.9  

 

 表 2 には、クラブの設立年が示されている。34.8 パーセントは 2000 年以降に設立されているが、

1970 年以前に設立されているクラブも 15.9 パーセントあった。また、クラブの組織形態は表 3 に示

されるとおり、任意団体が最も多く 58 パーセントとなっている。所属選手数は表４に示されるとお

り 20人代が 40.6パーセント、30人代が 42.0パーセントで、クラブの平均選手数は 28.6人であった。

スタッフの有無では、表５に示されるとおり、専任スタッフがいるクラブが 34.8パーセント、パート

のスタッフ 10.1 パーセント、ボランティアが 23.2 パーセントとなった。主たる練習場所は、公共の

野球場が 53.5 パーセント、学校開放施設が 26.1 パーセントでほとんどが公共の施設を利用している

ことが示された。また、週あたりの練習日数は、２日が最も多く 30.4パーセント、ついで１日が 26.1

パーセントとなり、週末を中心とした練習活動であることが推察される結果となった。 

表２．クラブの設立年
 度数 ﾊ゚ ｾーﾝﾄ

1970年以前 11 15.9
1970年代 6 8.7
1980年代 6 8.7
1990年代 20 29.0

2000年以降 24 34.8
無回答 2 2.9
合計 69 100                

表３．クラブの形態
 度数 ﾊ゚ ｾーﾝﾄ

株式会社 4 5.8
NPO法人 4 5.8
任意団体 40 58.0
その他 21 30.4
合計 69 100.0  

 

表４．所属選手数
 度数 ﾊﾟー ｾﾝﾄ

20人未満 5 7.2
20～２９人 28 40.6
30～３９人 29 42.0
40人以上 7 10.1

合計 69 100               

表５．スタッフの有無
有

専任 34.8
パート 10.1

ボランティア 23.2  
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表６．主たる練習場（複数回答）
施設名 パーセント

公共の野球場 53.6
学校開放施設 26.1

河川敷のグラウンド 7.2
クラブ専用グラウンド 11.6

企業グラウンドを借りて 17.4
その他 18.7                  

表７．週あたりの練習日数
日　数 パーセント
1日 26.1
2日 30.4
3日 18.8
4日 4.3
5日 8.7
6日 5.8
7日 1.4  

 

５．１．２チームの財政 

 表８には、チームの年間収入が示されている。51～100 万円が最も多く 27.5 パーセント、ついで

50万円以下と 51～150万円が同率で 15.9パーセントとなった。チームとしては、おおむね 100万円

前後の運営予算が多い結果となった。最高額は 1700万円、平均は 252万円となった。 

 表９には収入の内訳について示されている。まず数値の左側にはその項目での収入があるかどうか

がパーセンテージで示されており、金額は、その項目での収入があるチームの平均収入額が示されて

いる。まず会費については約 90パーセントのチームが財源としており、その平均収入額は 95.1万円

である。ついで、後援会からの寄付金を得ているチームは 34.8 パーセント、59.3 万円、そして 29.1

パーセントのチームがスポンサーから収入を得ており、その平均額は 67.2万円である。それに対して、

事業委託収入を得ているチームは 2.9 パーセントにすぎず、平均額は 1.2 万円、自治体から助成金を

得ているクラブは 4.3 パーセントで平均 2.6 万円、自主事業収入があるチームは 8.7 パーセントで平

均 5.1万円であった。 

 次に支出を見ると、大会参加費は 95.7 パーセントのチームで支出されており平均 34.4 万円、連盟

登録費では 92.6 パーセントのチームで支出されており平均は 13.6 万円となっている。次に練習のた

めの支出として施設使用料が 66.7 パーセントのクラブで支出されており、平均 19.2 万円、遠征費は

65.2 パーセントのクラブで支出されており、平均 68.5 万円となっている。スタッフや監督、選手の

人件費について出資しているクラブは少なく 10パーセント前後であった。 

 

表8．チームの年間収入
金　額 パーセント

50万円以下 15.9
51～100万円 27.5
101～150万円 15.9
151～200万円 4.3
201～250万円 4.3
251～300万円 4.3
301万円以上 21.6
無回答 6.2

合計 100  
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表９．チーム収入の内訳（平均）
項　　目 金額（万円）

会費 95.1
自治体からの助成金 2.6

スポンサー収入 67.2
後援会からの寄附 59.3

自主事業収入 5.1
事業委託 1.2
その他 21.6             

表10．チームの支出の内訳（平均）
項　　目 金額（万円）

スタッフの人件費 14.9
監督、選手の人件費 10.8

合宿費 3.5
施設使用料 19.2
大会参加費 34.4
連盟登録費 13.6

遠征費 68.5  

 

 

５．１．３．チームとして希望するサポート 

 チームは財源だけではなく、様々なサポートを得て活動している。表 11 には、今後チームとして

希望するサポートが示されている１位から３位までの「用品・用具の提供」「チームに対する金銭的な

サポート」「練習場の確保」については希望が高いが、これらは活動の実施のための項目ばかりであり、

各チームともさしあたってチームの活動に直接的なサポートを求めていることが示された。「仕事面で

のサポート」は第４位に上がっており、58.1パーセントのクラブが求めている。チーム運営・コーチ

やトレーナーに関する人的なサポートは余り高くはなく、それぞれ 30.４パーセント、20.3 パーセン

トであった。「引退後の生活についてのキャリアサポート」については最も希望する率が少なく、11.6

パーセントにとどまった。「用品・用具の提供」はスポーツ用品のメーカーやスポーツショップからの

サポートと言うことになるし、「金銭的なサポート」あるいは「仕事面でのサポート」は、地域で体力

のある企業や野球に理解のある企業からのサポートと言うことにある。また、「練習場の確保」につい

ては、主として行政からのサポートと言うことになる」このようにしてみると、サポートを求める相

手は多様であり、それぞれの企業や自治体に対して魅力や説得力のある活動形態がなければサポート

を受けることは難しい。 

表11．希望するサポート
項　　目 パーセント

用品・用具の提供 79.7

野球の技術向上に関する様々な情報の提供 30.4

コーチやトレーナーなどの人的なサポート 20.3

チーム運営のための人的なサポート 30.4

チームに対する金銭的なサポート 78.3

練習場の確保 69.6

仕事面（就職を含む）でのサポート 58.1

引退後の生活に対するキャリアサポート 11.6  

 

５．１．４．今後のクラブ運営の方向性 

 今後のクラブの運営の方向性として、表 12 に示す項目について検討しているかどうかを尋ねた。

その結果、現在実施しているものとしては、「地域貢献活動」「有力選手獲得による戦力補強」「スポン

サーシップによる財源確保」などが高い比率であげられた。「指定管理団体となって球場の運営」を行

うことや、「クラブの NPO法人化」などといったクラブの戦略的な項目については、予定はないとす

る回答が多く見られた。 
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表12．今後の検討事項
項　　目 予定はない 検討する 実施している

クラブのNPO法人化 69.6 20.3 8.7
指定管理団体になって球場の運営 78.3 18.8 0

有力選手獲得による戦力補強 33.3 24.6 36.2
地域貢献活動の強化 17.4 37.7 43.5

スポンサーシップによる財源確保 37.7 39.1 20.3  

 

５．１．５．結果のまとめ 

 本研究では、まずクラブの運営を担当している人に、クラブの運営の実態について質問を行った。

今回回答のあった 69クラブの結果をまとめると以下の通りである。 

・ クラブの 34.8パーセントは 2000年以降、29パーセントは 1990年代に設立されている。 

・ クラブの運営形態は任意団体が 58パーセントで圧倒的に多い。 

・ 所属選手は 20人～30人程度で８割以上を占める 

・ 専任スタッフがいるクラブが 34.8パーセントである。 

・ 主たる練習場所は、公共の野球場が 53.6パーセントで最も多く、ついで学校開放施設である 

・ 練習はおおよそ週末に１日か２日行っている。 

・ チームの予算規模は 50万円～100万円程度で、プラスマイナス 50万円で約６割を占める 

・ 収入では、会費がもっと多く、スポンサーや後援会からの寄付で運営されている。自治体からの

助成金や事業委託、自首事業収入などは少ない。 

・ 支出では、連盟登録料、大会参加費、施設使用料、遠征費などといった活動の直接的な経費が多

くかかっている。 

・ チームとしては用品用具の提供、金銭的サポート、練習場の確保といった活動に直接関わること

へのサポートの希望が、トップ３である。 

・ クラブ運営の方向性は、地域貢献活動、選手強化、あるいはスポンサーシップ等による財源確保

は検討するが、法人化や指定管理団体になるなどといた戦略は検討されていない。 

 

５．１．６．考察 

 クラブの多くは任意団体で、野球をすることに集中しつつ活動している傾向が示された。今後、財

源を確保し、地域のクラブとして発展することが望まれる。例えば行政からの事業委託を受託しなが

ら野球教室などを実施することによって、地域住民との関係が深まりながら、地域で活躍をしていく

ことが可能となる。そのためには任意団体ではなく、何らかの法人格を取得することが必要になるだ

ろう。しかしながら、市民になくてはならないクラブとして定着することで、現在多くのクラブが練

習している公共のグラウンドの利用料減免措置や、優先利用などの道が開けることによって、地域密

着、財源確保、練習場の確保が達成されるのではないかと考えられる。 

 



 

 

10／16

５．２．クラブチーム所属選手に関する研究 

 つづいて本研究では、クラブチームに所属する選手の野球のキャリアに関する意識について分析を

行った。データの収集にあたっては研究方法で示した第１次調査から第５次調査までの５回の調査を

実施した。第１次調査では、全日本アマチュア選抜チームの候補選手を対象としており、アマチュア

選手の中の競技力の高い選手のサンプルとして位置づけた。第２次調査においては、九州地方に本拠

地を置く実業団選手のデータを収集した。これら２種類のデータは、分析においてはクラブ所属選手

の特性を浮き彫りにするための比較のために用いた。第３次調査は本調査のプレテストと位置づけて

実施し、調査項目の再検討を行った後、第５次調査において収集された全国のクラブチーム所属選手

801名分のデータを用いて分析を行った。 

 

５．２．１．サンプル特性 

 表 13～表 17 には、解答者のサンプル特性が示されている。まず年齢は表 13 に示されるとおり、

20～24歳が最も多く 32.5パーセント、ついで 25～29歳の 27.6パーセントとなった。所属年数では、

表 14 に示されるとおり、２年目 23.2 パーセント、１年目 15.6 パーセントと比較的所属年数の少な

い回答者が多く見られた。移籍経験については表 15に示されるように 11.2パーセントがあると回答

している。また、最終学歴では、表 16に示されるとおり、高校卒が 52.3パーセント、大学卒が 36.3

パーセントとなった。また、プロ野球選手になりたいかどうかについては、表 17に示されるとおり、

「どうしてもなりたい」と回答したのは 13.6パーセントにとどまったのに対して「なりたいと思わな

い」が 33.6パーセントと最も多くなった。 

 

表13．サンプルの年齢

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

10歳代 105 13.1

２０～２４歳 260 32.5

２５～２９歳 221 27.6

３０～３４歳 115 14.4

３５～３９歳 56 7.0

４０歳以上 44 5.5

合計 801 100        

表14．クラブの所属年数

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

１年目 125 15.6

２年目 186 23.2

３年目 119 14.9

４年目 53 6.6

5～10年 197 24.6

11年以上 100 12.5

無回答 21 2.6

合計 801 100  

 

表15．移籍経験

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

ある 90 11.2

ない 699 87.3

無回答 12 1.5

合計 801 100       

表16．最終学歴

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

高校卒 419 52.3

専門学校卒 46 5.7

大学卒 291 36.3

大学院卒 10 1.2

その他 28 3.5

無回答 7 0.9

合計 801 100.0  
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表17．プロ野球選手になりたいか

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

どうしてもなりたい 109 13.6

できればなりたい 247 30.8

どちらともいえない 165 20.6

なりたいとは思わない 269 33.6

無回答 11 1.3

合　計 801 100  

 

５．２．２求めるサポート 

 次に、選手としてどのようなサポートを求めるのかについて表 19 に示される８項目について、第

１位から第３位までの順位をつけて質問を行った。まず第１位に最も多くあげられるのは「用品・用

具の提供」26.2 パーセント、「練習場の確保」22.2 パーセントで、第２位では「用品・用具の提供」

20.5パーセント、「金銭的サポート」19.6パーセント、第３位では「金銭的サポート」17.9パーセン

ト、「用品・用具の提供」17.4パーセントとなった。これらの結果を見る限り、「用品・用具の提供」

や「練習場の確保」、「金銭的サポート」等と言った、現在の活動に対する直接的なサポートを求めて

いることが示された。これは、チームに対する調査の結果とおおむね一致しており、チームも選手も

現在の活動へのサポートを求めている様子が示される結果となった。 

 

表18．求めるサポート

 第 １ ﾊﾟｰｾﾝﾄ 第 ２ パーセント 第 ３ パーセント

用品・用具の提供 210 26.2 164 20.5 139 17.4

技術向上の情報提供 101 12.6 109 13.6 93 11.6

コーチやトレーナーなど人的サポート 62 7.7 79 9.9 75 9.4

チーム運営の人的サポート 37 4.6 68 8.5 60 7.5

金銭的サポート 136 17.0 157 19.6 143 17.9

練習場確保 178 22.2 123 15.4 118 14.7

就職面でのサポート 56 7.0 43 5.4 77 9.6

引退後の生活準備 1 0.1 10 1.2 18 2.2

無回答 20 2.5 48 5.9 78 9.8

合計 801 100 801 100.0 801 100.0  

 

 

５．２．３．クラブチーム所属選手の就業問題 

  クラブチームの特徴として、実業団チームとは異なり働く職場が保証されていながら活動をしてい

るわけではない点が上げられる。野球と関連したところで職を得て成績を上げることを求められてい

るのか、野球とは関係のないところで安定した職を得ているのかは、クラブでの活動に専念できるか

どうかに影響を与える。表 19 には引退後の勤務の可否が示されている。野球を引退後も現在の職場

で勤務できるかどうかについて質問を行った結果、78.1パーセントは「勤務できる」と回答している

のに対して、2.5 パーセントは「勤務できない」と回答した。78.1 パーセントは安定した職場を得て

いるのに対して、「勤務できない」と回答した 2.5 パーセントは野球をすることを条件に雇われている
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ことが推察される。 

次に、現在の職場に引退後も勤務するつもりがあるかについて尋ねたところ、表 20 に示されると

おり 60.9パーセントは「勤務するつもり」と回答したのに対して 8.6パーセントは「勤務するつもり

はない」と答えた。60.9パーセントは勤務するつもりであり、野球とは切り離した安定的な職を得て

いると考えられる。それに対して「勤務するつもりはない」と回答した 8.6 パーセントには「勤務で

きない」と回答した者も含まれていると考えられることから、約６パーセントは継続して勤務できな

いわけではないが、チームでの活動のやりやすさを考えて籍を置いており、引退したらやめることを

考えているのではないかと推察される。 

 現在の職場で野球をするためのサポートを受けているかについて質問したところ、表 21 に示され

るように、52.7パーセントは「サポートは受けていない」と回答している。また、受けているサポー

トでは、40.4パーセントが「試合の時に優先的に休ませてもらえる」と回答しており、勤務時間の短

縮や、金銭的なサポートを受けている回答者はわずかであった。このことからも、現在の職場がクラ

ブでの活動と直接結びついているわけではないことが示された。 

 

 

表19．引退後の勤務の可否

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

勤務できる 625 78.1

わからない 134 16.7

勤務できない 20 2.5

無回答 22 2.7

合計 801 100.0    

表20．引退後の勤務計画

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

勤務するつもり 488 60.9

わからない 222 27.7

勤務するつもりはない 69 8.6

無回答 22 2.7

合計 801 100.0  

 

表21．受けているサポート（複数回答）

項　目 実数 パーセント

日常の勤務時間を短縮してもらっている 57 7.1

試合の時には、優先的に休ませてもらえる 324 40.4

野球のための金銭的なサポートを受けている 67 8.4

その他 22 2.7

サポートは受けていない 422 52.7  

 

 

５．２．４．活動への意識 

 本研究では、クラブチームに所属する選手の競技生活への意識を測定するために、８つの側面、32

項目で構成される活動意識測定項目を作成した。これは、実業団チームと比較すると、不安定な環境

の中で活動を余儀なくされるクラブチームに所属する選手の活動に対する意識を明らかにすることを

目的に作成されたものである。８つの側面は「キャリア関心」「キャリア自律」「キャリア計画」「競技

への傾倒」「喪失・不安」「重大な決断」「引退後の関与」「コントロール所在」である。まず、キャリ

アに関する３項目は、坂柳（1999）の成人キャリア尺度を参考に作成した。これは、これからの人生

や生き方や野球生活に対してどの程度成熟した考えを持っているかを表す項目である（坂柳 1999）。
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「キャリア関心」では自分の野球人としてのキャリアに対して関心を持っているか、「キャリア自律」

では自分の野球人としての取り組みがどの程度自律的であるか、「キャリア計画」では野球にかかわら

ず、自分の人生がどの程度計画的であるかについて尋ねたものである。 

 次に示される４項目は、競技者が引退に伴って問題を生じる可能性のある選手の判別や介入指導の

必要性を元に大場（大場 2001）らが作成した引退観測定尺度を参考に、本調査の目的に合わせて「競

技への傾倒」「喪失・不安」「重大な決断」「引退後の関与」の４つの側面において４項目ずつ作成した。

そしてそれらに加えて、行動への態度尺度として「コントロール所在」を採用した。これは、野球を

続けていく上で起こるいろいろな結果が自分の努力によって決まるのか、自分の行動とは無関係に自

分以外のものによって決められるのかについて検討するための項目である。渡部（1985）による

Health Locus of  Control尺度を参考に競技からの引退に関するコントロール所在測定項目４項目を

作成した。 

 表 22 には、本研究で設定した８つの側面で構成されるキャリア測定項目が示されている。表に示

される項目ごとに「５＝当てはまる」「４＝まあ当てはまる」「３＝どちらともいえない」「２＝あまり

当てはまらない」「１＝当てはまらない」の５段階リッカーとタイプ尺度で回答を得、それぞれ５点か

ら１点まで得点化した際の項目ごとの平均点が示されている。「クラブ」の得点は第５次調査で得たク

ラブチーム所属選手（n=801）の平均得点が、「実業団」の得点は、第２次調査で得た実業団選手（n=75、

平均年齢 25.9 歳）の平均点が、「全日本」のデータは、第１次調査で得た全日本アマチュア選抜候補

者合宿参加選手(n=46、平均年齢 23.6歳)の平均点がそれぞれ示されている。 

 キャリア関心の４項目では、「自分の野球人としての生き方には大変関心を持っている」の項目で有

意差が見られた。引退後の情報収集に関する得点は、いずれのサンプルも低い結果となった。 

 キャリア自律については、４項目中３項目で有意差が見られた。いずれの項目も全日本－実業団－

クラブという順に得点が高くなっている。競技力の高い選手は野球人としての生活や人生を高いレベ

ルで自律的に生活をしていると考えられる。 

 キャリア計画については、有意差が見られたのは１項目のみとなった。４項目中で平均点はいずれ

も４点を超えておらず、自分自身のキャリア計画については関心が高くない結果となった。 

 競技への傾倒では、２項目で有意差が見られた。いずれの項目も全日本の得点が高いことから、全

日本候補選手や実業団選手と比べると、クラブチーム所属選手は野球への傾倒の度合いは余り高くは

ない結果となった。しかしながら、「野球をしているときの自分が一番自分らしい」では得点が４点を

超えており、野球人としてのアイデンティティの高さが伺える結果となった。それに対して「自分の

居場所は野球の中にしかない」では得点が２点代となっており、野球が生活の全てというわけではな

い傾向が示された。 

喪失・不安では、２項目で有意差が見られた。この項目は、野球からの引退による喪失感や不安に

対する項目であるが、全体的に得点は低い結果となった。今回のサンプルは 20 歳代で比較的若いサ

ンプルであることから、引退後のことはイメージしにくかったことも原因として考えられる。 

重大な決断では、２項目で有意差が見られた。「引退は、すぐに決心がつくものではない」の項目で

は、0.1パーセント水準で全日本選手の得点が高かった。 

引退後の関与においては１項目で有意差が見られたものの、それぞれのカテゴリーで大きな差は見

られなかった。「指導者としての関わり」は全日本の得点が高いが、「引退後も続けていきたい」では

統計的な有意差は見られなかったもののクラブ所属選手の得点が高く、生涯スポーツという視点で野

球に対する愛着の深さが伺える結果となった。 
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コントロール所在は、引退を自分でコントロールすることができるか、自分の意志の及ぶ範囲と考

えているかどうかについての質問項目である。１項目で５パーセント水準で有意差が見られたが、全

体的には大きな得点の違いは見られなかった。各サンプルとも全般的に３点台の得点となっており、

比較的コントロール所在は高めの傾向が示された。 

 

表22．回答者の活動意識の得点
項　目 クラブ 実業団 全日本 f値

キャリア関心キャリア関心キャリア関心キャリア関心 3.69 3.79 3.95 2.87

自分の野球人としての生き方には大変関心を持っている 3.98 4.23 4.35 4.23 *

引退後の野球との関わり方に対する情報を集めるようにしている 2.75 2.65 2.46 1.4199

引退後も野球人生をより充実したものにしたいと思う 3.99 4.05 4.30 1.70

人生での野球との関わり方は自分にとって重要なので真剣に考えている 4.05 4.21 4.67 9.3106

キャリア自律キャリア自律キャリア自律キャリア自律 3.74 3.89 4.18 11.06 ***

自分の野球人生を主体的に送っている 3.75 4.21 4.52 15.46 ***

自分の選手生活には、自分で責任を持つ 4.37 4.48 4.87 6.32 **

選手生活が充実しないのは、周囲の環境によると思う 2.54 2.24 2.59 1.95

充実した野球人生を送れるかどうかは自分の意志と責任によると思う 4.29 4.49 4.76 6.09 **

キャリア計画キャリア計画キャリア計画キャリア計画 3.25 3.21 3.06 2.39

これからの人生や生き方について見通しを持っている 3.56 3.45 3.26 1.80

これからの人生で取り組んでみたいことがある 3.61 3.37 3.20 3.8655 *

人生設計はあるけど、それを実現する努力はしていない 2.40 2.63 2.20 2.16

自分が期待している人生を、この先実現できそうである 3.42 3.39 3.59 0.6976

競技への傾倒競技への傾倒競技への傾倒競技への傾倒 3.50 3.70 4.04 10.77 ***

野球は自分の生活の中で何よりも重要だ 3.69 4.07 4.46 12.63 ***

野球をしているときの自分が一番自分らしい 4.09 4.01 4.46 2.9555

野球のために多くの時間や労力、お金を費やしている 3.84 3.92 4.41 5.7562 **

自分の居場所は、野球の中にしかない 2.54 2.81 2.85 2.8555

喪失・不安喪失・不安喪失・不安喪失・不安 2.54 2.60 2.99 5.17 **

引退したら、自分にとって大切なものを失う 2.94 2.87 3.52 4.4354 *

引退することに不安を感じている 2.49 2.85 2.74 2.85

引退は、自分にとって挫折だ 2.09 1.97 2.33 1.20

引退することを思うと、野球生活ははかない 2.65 2.72 3.37 6.61 **

重大な決断重大な決断重大な決断重大な決断 3.27 3.43 4.00 11.66 ***

引退は、大きな決断が必要だ 3.45 3.68 4.46 13.053

引退するということは、とても大変なことだ 3.20 3.36 3.74 4.2186 *

引退は、すぐに決心がつくものではない 3.61 3.81 4.52 11.77 ***

引退は、自分にとってのよりどころを失うものだ 2.83 2.87 3.17 1.36

引退後の関与引退後の関与引退後の関与引退後の関与 2.97 2.81 2.99 2.01

引退後は、指導者として活動したい 3.33 3.15 3.74 3.1276 *

引退後もチャンスがあれば現役に復帰したい 2.90 2.57 2.91 1.9861

引退後も、野球は続けていきたい 3.87 3.69 3.72 1.027

引退後は野球とは関わりたくない 1.78 1.84 1.61 0.69

コントロール所在コントロール所在コントロール所在コントロール所在 3.56 3.79 3.64 3.25 *

引退を迎えるのは、努力してもさけられない 3.42 3.56 3.37 0.40

自分の行動によって、引退の時期は変えられる 3.99 4.03 4.35 2.1562

引退を決定するのは、自分の日ごろの努力の結果だと思う 3.58 3.96 3.72 3.7795 *

引退の時期は、自分のおかれている環境によって決まる 3.27 3.60 3.11 2.9168  
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５．２．５．結果のまとめ 

 クラブチームに所属する選手を対象とした調査を元に、選手の分析を行ってきた。今回回答のあっ

た 801名について結果をまとめると以下の通りである。 

・ 年齢は 20歳代で約６割を占めており、その中でも 20歳代前半がやや多い 

・ 所属年数は２年以内で約 38パーセント、５年以上で約 38パーセントである。 

・ 移籍経験は余り多くない 

・ 最終学歴は、高校卒が 52.3パーセント、大学卒が 36パーセントである。 

・ プロ野球選手には、どうしてもなりたい人は 14パーセントにとどまり、なりたいと思わない人も

33.6パーセントいる。 

・ 求めるサポートでは、「用品・用具の提供」「練習場確保」「金銭的サポート」など、クラブ運営と

同様に活動に直接的に関係するものが多い。 

・ 勤務先は引退後も勤務できる人が78パーセント、そこに勤務するつもりの人が60パーセントで、

野球の活動とは直接結びついていないものと思われる。 

・ 試合の日には優先的に休ませてもらっている人が約 40パーセントの他は、現在の職場からサポー

トは余り受けていない。 

・ 野球との関わり方は自分にとって重要であり関心を持っており、主体的に責任を持って活動し、

そこで楽しめるかどうかは自分の意志によると考えている。一方で、野球人としてのアイデンテ

ィティもきちんと確立している。コントロール所在も自分の中にあると認める傾向にある。一方

で、楽しく野球をすることを目指しているために、引退に関する喪失感や不安は高くない。 

 

５．２．６．考察 

クラブチームに所属する選手は、年齢は 20歳代と若いが、「プロ野球選手になりたい」という目標

を持って活動していると言うよりも、野球を継続できる環境を求めてクラブチームで活動しているの

ではないかと考えられる。用品・用具の提供や練習場の確保、財政面でのサポートなどは、競技力が

高いか、公益性の高いクラブに対して与えられるものであることを考えると、技術レベルの向上を目

指して競技力を高めつつ、地域密着戦略をとりながら、地域住民との関係づくりを行うことによって、

野球を継続したいと考える人々の活動の受け皿としての役割を果たすことができ、所属する選手にと

っても多くのメリットがもたらされるものと思われる。 

 

６．今後の課題 －クラブチームを核にしたスポーツ振興システムの検討－ 

 図５には、クラブチームを支援することによるスポーツ振興システムが示されている。これまで、

行政は、体育協会や事業団などの第三セクターによって直接市民に対して事業展開を行ってきた。し

かしながら、指定管理者制度の導入や、総合型地域スポーツクラブの育成事業、あるいは J リーグに

所属するサッカークラブ支援などを通して、行政が直接事業を実施するのではなく、事業を委託する

ケースが増えている。このモデルでは、行政が地域スポーツ振興事業（野球教室など）をクラブチー

ムに事業委託することで、クラブチームにとっては財源の確保につながることになる。また、クラブ

は地域住民を対象とした事業を実施することになるために、地域に密着した活動展開が可能になる。

そのためにはクラブ調査では検討されていなかったが、NPO等の法人格の取得を検討することが求め

られる。地域の企業は、クラブに所属する人材の雇用の確保や、スポンサーシップによってクラブに

対しての財源、雇用の面から支援を行うことができる。クラブが行政からの事業委託を受け地域住民
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に対して事業展開をすることによる地域密着戦略によって、クラブの持つ資源に対する価値が高まり、

企業からのスポンサーシップも受けやすくなる。選手自身は、単に自身の技術の向上だけではなく、

住民対象の事業に参加する場面を持つことで、「選手」として技術の向上を目指す時代から、引退を経

験してその後のいわゆる「楽しみ」を追求する時代へとソフトランディングすることができる。クラ

ブは、多様な年齢、多様な価値観を持つ選手を内包することのできる組織であり、生涯スポーツ環境

の実現に大きく寄与できる。それに対して、スポーツ関連企業は、行政、クラブチーム、地域住民を

つなぐシステム構築のサポートをすることができる。具体的には、例えばクラブチームとコンソーシ

アムを結成しての指定管理の受託によって、クラブチームの事業展開について環境を整えることがで

きる。スポーツ企業は、行政、クラブ、住民のネットワーク構築のサポートすることによって、関係

性マーケティングの視点に立ったコミュニティビジネス展開が可能になる。 

 

スポーツ関連企業スポーツ関連企業スポーツ関連企業スポーツ関連企業

・指定管理などによる受託
と、クラブチームとのコンソ

ーシアム
・事業運営のノウハウ

・チーム運営のノウハウ
・チーム強化のノウハウ

地域住民

・スポーツクラブビジネス
・スポーツスクール

ビジネス

一般企業

・雇用の確保
・スポンサーシップ

クラブチームクラブチームクラブチームクラブチーム

行行行行 政政政政

事業委託

図５．クラブチーム支援によるスポーツ振興システム
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